
平成１４年９月３０日 

司法書士の専門性を活用したＡＤＲへの関与の現状と今後の可能性 
 

日本司法書士会連合会 
 

 司法書士の有する専門性  
○「登記手続の代理」――司法書士が登記実務に携わることにより培った中立性・公正

性等の特性は、ＡＤＲにおいて充分に活用可能 
 
 

 
  ・登記をめぐる紛議 

 
 

 
○「裁判所に提出する書類の作成」：書面作成を通じた説明・助言等により国民の司法

へのアクセスを支援する司法書士の経験――当事者の主体性が尊重されるＡＤ

Ｒにおいて活用 
  ・本人訴訟利用者の認識（司法制度改革審議会「民事訴訟利用者調査」報告書） 
    ――満足度・理解度が高い 

 
○「司法書士の相談活動」――ＡＤＲへの活用 
   ・司法書士の日常職務における法的問題についての相談 
   ・司法書士会が恒常的に実施している司法書士法律相談 
   ⇒相続、不動産取引、賃貸借、成年後見、多重債務、少額訴訟等の国民生活に密

着した法的問題 
 
○「簡裁訴訟代理関係業務」――少額な紛争解決への活用 

   改正司法書士法（平成 15 年 4 月 1 日施行）第３条第１項６号及び７号要旨 

訴訟の目的の価格が９０万円を超えない民事紛争について、 

（１）簡易裁判所において訴訟・和解・調停手続の代理をすること  

（２）簡易裁判所の民事訴訟の対象となる民事紛争につき、法律相談に応じ又

は裁判外の和解について代理すること 
 
 司法書士の専門性を活用したＡＤＲ  
○司法書士会が主宰するＡＤＲについてはその専門性を活かし、裁断型ではなく、紛争

当事者が十分に話し合い主体的判断に基づき合意に至る「あっせん」に近い方法を主

軸とした機関を設立する （例：「暮らしの紛争解決を支援するセンター」を設立し、

相談から始まり、事案に応じて、あっせん・調停等の手続を行う） 
○司法書士の専門的知見により、利用者の代理人や助言者としての役割を担う 

 
 国民に活用されるＡＤＲの実現に向けて  
○司法書士によるＡＤＲについては、弁護士法第７２条による規制が必要以上に働くこ

とのないよう留意が必要 
○時効中断効を認めるべき 

登記手続上の問題・・・公法的な非訟行為、ＡＤＲには

馴染まない 

実体契約上の問題・・・登記原因となる取引や実体関係

そのものの争い 



資料１

弁護士と司法書士の所在状況 （市区町村レベル・簡易裁判所レベル）　　　　

① 市区町村レベル

② 簡易裁判所レベル

司法書士：平成１４年７月９日現在
弁護士：平成１４年４月１日現在

（日弁連「会員名簿」等による日司連独自調査）

全国の市区町村数ａ
ａのうち弁護士所在
市区町村数ｂ（ｂ／ａ％）

ａのうち司法書士所在
市区町村数ｃ（ｃ／ａ％）

３，３５７ ５３２（15.8％） ２，１２１（63.2％）

ａのうち弁護士所在 ａのうち司法書士所在

４３８ ２９１（66.4％） ４３３（98.9％）

全国の簡易裁判所数ａ
簡裁数ｂ（ｂ／ａ％） 簡裁数ｃ（ｃ／ａ％）


